



































The Journal of the Department of Social Welfare,









A Study on the form of care services and welfare services of persons with disabilities
































































































































































�� ���� ���� ���
9,833 652 4,250 1,023 208 452 2,975 273
������




















































































































�� ���� ���� ���
�� 20,618 141 5,467 1,588 1,107 748 11,105 462
������� 1,332 13 457 98 76 43 611 34






30��� 31-50� 51-80� 81-100� 101���
2002�� (n=1,872) 11.6 9.7 10.5 11.2 12.7 13.4
2005�� (n=2,122) 7.1 5.6 6.3 7.0 8.5 9.0
61.2 57.7 60.0 62.5 66.9 67.2
�����
30��� 31-50� 51-80� 81-100� 101���
2002�� (n=1,872) 57.3 59.2 57.7 56.9 57.5 57.0
2005�� (n=2,122) 60.5 61.4 61.2 60.3 59.7 59.7
105.6 103.7 106.1 106.0 103.8 104.7
�������
30��� 31-50� 51-80� 81-100� 101���
2002�� (n=1,927) 16.3 20.3 16.8 16.0 16.0 16.1
2005�� (n=2,122) 21.9 25.3 22.2 21.9 20.1 21.8
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介護・障害福祉サービスの給付形態に関する一考察
－支援に対する抑制因子の検証と今後の展望－　
なっている．
　つまり，当該加算算定が従事者の報酬を上げ，事業経
営を安定させるものであっても，個人給付に連動する限
り算定「できない」という状況にある．利用者が直接目
で見える加算（例：入浴加算等）と違い，質的担保のた
めの加算までも個人給付の仕組みに繰り入れることが，
いかに現実的でないかを実証するものであろう．
　以上の点からも，現在の介護保険サービス及び障害福
祉サービスを取り巻く課題は，その内外にあることがわ
かる．規制緩和や準市場化により，公定価格と指定基準
等との狭間で硬直化する一方の事業運営に加え，提供者
側の状況以外の諸要素特に需給調整により抑制的に設定
されがちな公定価格及び当該価格の設定の際に分断され
る介護・支援の質的低下，状態比例報酬により抑制され
がちな施設支援の密度，個人給付とは相容れない実態の
ない給付の存在など，懸念すべき課題は多い．
３．今後の給付形態にかかる提言
　以上の課題については全く解決が困難なものばかりで
はなく，以下にいくつかの提言を試みることとしたい．
これらは，現行法の枠組みを大幅に変えることなく実現
が可能なものである．
（１）個人給付と事業補助の併用
　先に見た事業所評価や平均障害程度区分別報酬の課題
は，いずれも利用者の実態にそぐわないか，実態そのも
のがない個別給付という点にある．これらはいずれも施
設全体の取り組みに対して設定されたものである．これ
らの加算・減算については，個別給付の体系から切り離
し，事業費として施設に支給することが望ましい．
　このことを可能とするものが，介護保険法における
「地域支援事業」であり，障害者自立支援法における
「地域生活支援事業」である．これらはいずれも個別給
付を前提にするものではなく，事業に対して支出が行わ
れる．
　個々の利用者に直接関係があるものについては個別給
付とし，利用者に直接関係するものではないがサービス
の安定的な提供に不可欠なものについては事業費として
支出することで，給付と負担の整合性を維持するととも
に，個別給付ではなくなることで利用者負担の問題を回
避しつつ，施設の体制を評価することが可能となる．
　前章で掲げた加算等はいずれも事業費方式へと移行さ
せることが望ましいものであり，これらの他に，重度化
により施設の稼働率が低下した場合の補填のための支出
を新たに創設することで，施設の地域拠点機能の維持に
資するとともに，施設の安定的な運営を可能ならしめる
ものと考える．
　さらに言えば，筆者が特に強く望むものとして，措置
制度下において設けられていた“民間施設給与等改善費
（通称「民改費」）”の復活がある．この民改費の意義
については，再考される必要があろう．
　介護保険サービスや障害福祉サービスについては，措
置制度からの移行時に民改費についても廃止されること
となったが，本来この民改費とは，福祉サービスの需要
の増大に対し，公立以外の民間法人の活用が期待され始
めた1970年代以降，公立施設と民間施設の給与格差を是
正することで，民間施設から公立施設または他の業種へ
の人材流出を防ぐとともに，入所者処遇の質の低下を回
避しようとする意図を持ったものであった．
　もちろん，民改費について全く課題がないわけではな
い．この制度は公務員の給料表に基づく補助であるた
め，各法人の給与体系の裁量性・自主性を損ねるもので
あるとともに，当該公務員の給与が勤続年数に着目する
ものであるため，個々の専門性・資格を含めた能力につ
いて評価することが少ないことなどが挙げられる．ま
た，何よりも個人給付へと移行することで，これらを報
酬として位置付けることに合理的な理由が見出しがたく
なったことが廃止につながった背景である．
　以上に見るように，民改費については，個々の利用者
に直接関係する性格のものではないが，サービス提供主
体である施設にとっては非常に重要な意義を持つもので
あることがわかる．また，三位一体改革以降の給付費抑
制による弊害（人材流出等）により，これを能力主義に
よって代替しうる水準を下回っている現状にあっては，
先に見た課題を指摘し続けることは困難ではないだろう
か．となれば，かつて公立施設と民間施設との給与格差
是正や人材流出防止策としての民改費の解釈を拡大し，
福祉分野からの人材流出の抑制と安定雇用による質の向
上を図るための民改費として再構築した後，これを事業
費として，個別給付とは別に評価していくことが必要で
あると考えるものである．
（２）状態比例報酬の見直し
　現行の要介護度別報酬，平均障害程度区分別報酬のう
ち，少なくとも後者については廃止又は個人の障害程度
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区分別報酬へと改める必要がある．（6）
　その上で，現行の状態比例報酬については，区分を統
合し緩やかな傾斜とするか，環境上の理由による入所を
評価する仕組みを導入することが必要である．
　まず，区分統合及び報酬傾斜の緩和であるが，要介護
度別の単価差には根拠がないことによる．少なくとも，
要介護２と３を境界とする２区分ないしは介護保険制度
創設時の経過措置として設定されていた３区分（軽度・
中度・重度）程度に統合していくことが望まれる．
　さらには，サービス利用は単なる心身状況だけで左右
されるものではない．軽度であっても入所が必要な場合
もあるが，これら軽度の者特に被虐待等の者で軽度の者
を保護し入所させた場合の収入低下を補填するための支
出が行われることが，施設の地域拠点化と安定的な運営
にとって必要である．なお，この環境評価については，
個別給付ではなく，事業費方式として導入されることが
望ましい．
　なお，要介護認定や障害程度区分そのものを見直し，
ICFにおける環境因子や参加に属する項目を含めた評価
とすることも考えられるが，これを状態比例報酬に反映
させることには賛成できない．要介護認定そのものの精
度に疑問があることに加え，ICFの観点を導入すること
は“支援”の方向性そのものを根底から考え直す必要が
あり，また，そもそもこのような統合化をもって報酬と
連動させることは不可能であるといってよい．報酬に反
映すべく統合化を行うことは，ICFを用いた個人の状況
の単純化が必要となるが，相当の意図的な操作を行わな
い限り不可能であろうし，それよりも状態別報酬（個別
給付）と環境加算（事業費補助方式）の並立方式の方が
合理的ではないだろうか．
４．むすびにかえて
　社会福祉において，対象者の尊厳を保持することが重
要であることは言うまでもなく，また，利用者主体の制
度を目指して，これまでの制度改革が行われてきたこと
は否定されてはならず，今後も権利擁護をはじめとした
支援策の充実が望まれるところである．
　しかしながら，これまでの検証からも，利用者主体の
制度を支えるための一方の鼎である事業者（提供主体）
が相次ぐ報酬切り下げと過度の市場原理導入等により，
疲弊の極に達していることも事実である．また，利用者
を真に支えていくためには，個人給付の仕組みにのみ固
執している現行の給付形態に大きな課題を抱えているこ
とも明らかとなった．
　社会保険方式にせよ，税方式にせよ，利用者負担の問
題については給付体系よりもさらに上位の理念と現実の
すり合わせの中で議論されるべきものであるが，本論か
ら言えることとして，少なくとも利用者負担と連動させ
るべきものは，あくまでも“量的”に確認可能なサービ
スに限るべきであり，“質的”担保は個別給付とは別に
行われるべきである．もちろん，個人給付という仕組み
の中で，利用者負担なり，支給限度額と切り離した設定
を行うことは不可能ではないが，そのような技術的運用
ではなく，本源的な問題としてこれを個別給付から分離
し，公的責任として取り扱うべきと考える次第である．
　今後の給付形態についての議論についてであるが，個
別給付という現行制度の中心をなす枠組みに囚われるこ
となく，多角的な検証が行われるとともに，提供者，利
用者のいずれかに偏することのない，一体的，互恵的な
検証が行われることも必要であろう．
　本論では，市場原理に独占された観のある現行給付形
態の課題について一石を投じるとともに，市場原理から
の一部離脱を含んだ試みを通じ，各制度における利用
者・提供者・公的責任のあり方について，給付形態の側
面からもこれを考えるための素材を一定限度提供しえた
ものと考えている．
注
（１）原則は個人への現金給付であり，事業者の法定代理受領
により現物給付化したものであるが，費用のやりとりが事
業者と市町村間で行われるため，本来「利用者自身」に帰
属するものであることが意識されにくい．
（２）「訪問介護におけるサービス行為ごとの区分等につい
て」（平成12年３月17日老計第10号）に見るように，それ
ぞれの行為について細かく規定されている．
（３）介護サービス・障害福祉サービスについては，長期間利
用の場合の逓減制ではなく，利用初期の支援の困難性等に
着目した「初期加算」が設けられている．
（４）厚生労働省は，平成18年度までは一貫して医療と異なり
要介護度の軽減がいずれのサービスによるものか特定が困
難として，成功報酬には消極的であった．
（５）例として，障害福祉サービスの利用者本人の障害程度が
区分４であっても，生活介護事業所の利用者の平均障害程
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度区分が異なれば，単価が異なり，結果的に利用者負担も
異なる．なお，介護保険ではこのようなことは生じず，本
人の要介護度に応じて，施設種別が同じであれば単価は同
じである．
（６）平成21年度より，平均障害程度区分に基づく報酬は撤廃
され，個々の障害程度区分に基づく報酬へ改正される予定
である（2009年２月告示案より）．
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